
 

 

平成18年6月期（平成18年1月1日～平成18年6月30日）決算短信     平成18年8月17日 
 

不動産投信発行者名    フロンティア不動産投資法人           上 場 取 引 所     東  証 
コ ー ド 番 号 8964 （URL http://www.frontier-reit.co.jp/）     本社所在都道府県  東京都 
問 合 せ 先     （資産運用会社）  フロンティア・リート・マネジメント株式会社 
          責任者役職名    財務部長 
          氏        名   前田 泉                    TEL 03-3588-1440 
決算役員会開催日 平成18年8月17日 
分配金支払開始日 平成18年9月12日（予定） 
 
1. 平成18年6月期の運用、資産の状況（平成18年1月1日～平成18年6月30日） 
（１）運用状況                                 （金額は百万円未満を切捨て） 
 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
 

18年  6 月期 
17年 12 月期 

百万円   ％ 
3,067   （17.5） 
2,610   （3.9） 

百万円   ％ 
1,597  （19.7） 
1,333  （7.6） 

百万円   ％ 
1,594   （19.4） 
1,335   （7.5） 

百万円   ％ 
1,593   （19.4） 
1,334   （7.5） 

 
 1口当たり 

当期純利益 
  純資産   ＜参考＞ 
当期純利益率（年換算値） 

 総資本   ＜参考＞ 
経常利益率 （年換算値） 

営業収益 
経常利益率 

 
18年  6 月期 
17年 12 月期 

円 
14,437 
12,090 

  ％       ％ 
2.7      （5.4） 
2.2      （4.4） 

％       ％ 
1.8     （3.6） 
1.6     （3.2） 

％ 
52.0 
51.2 

（注） ① 平成18年6月期の計算期間は平成18年1月1日から平成18年6月30日までの181日間です。また、平成17年12月期の計算期間は 
平成17年7月1日から平成17年12月31日までの184日間です。 

② １口当たり当期純利益は、次の期中平均投資口数により算出しています。 
  平成 18年 6月期 110,400口 平成17年12月期110,400口 
③  会計処理の方法の変更  無 
④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率を意味します。 
⑤ 年換算値＝ 平成18年 6 月期：当該計算期間の数値／当該計算期間の日数（181日）×365日 

平成17年 12 月期：当該計算期間の数値／当該計算期間の日数（184日）×365日                             
 

（２）分配状況                              （分配金総額は百万円未満を切捨て） 
 １口当たり分配金 

(利益超過分配金は含まない) 
分配金総額 １口当たり 

利益超過分配金 
利益超過 
分配金総額 

配当性向 純資産 
配当率 

 
18年  6 月期 
17年 12月期 

円 
14,437 
12,090 

百万円 
1,593 
1,334 

円 
0 
0 

百万円 
― 
― 

％ 
100.0 
99.9 

％ 
2.6 
2.2 

（注）配当性向、純資産配当率については小数点第１位未満を切捨てにより表示しています。 

 

（３）財政状態                       （総資産額と純資産額は百万円未満を切捨て） 
 総資産額 純資産額 純資産比率 １口当たり純資産額 
 
18年  6 月期 
17年 12月期 

百万円 
94,301 
82,347 

百万円 
60,176 
59,917 

％ 
63.8 
72.8 

円 
545,076 
542,730 

（注）期末発行済投資口数 平成18年6月期 110,400口 平成17年12月期 110,400口 

 
2. 平成18年12月期の運用状況の予想（平成18年7月1日～平成18年12月31日） 
 

営業収益 経常利益 当期純利益 １口当たり分配金 
(利益超過分配金は含まない) 

１口当たり 
利益超過分配金 

18年12月期 
百万円 

3,470 
百万円 

1,864 
百万円 

1,862 
円 

16,865 
円 

0 
（参考）1口当たりの予想当期純利益 16,865 円 
（注） 本予想数値は添付資料の「第5期（平成18年7月1日～平成18年12月31日）運用状況の予想の前提条件」

に基づき算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の当期純利益、1 口当たり分配金等は変動する可
能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 
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１．投資法人の関係法人 
 後記33ページ【投資法人の関係法人】をご参照ください。 
  

２．運用方針及び運用状況 
（１） 運用方針 

本投資法人は中長期にわたり安定的な収益を確保するために、主として賃貸借期間が中長期であり、か

つ、主要テナントの信用力が一般的に高い商業施設からなるポートフォリオの構築を目指して資産の運用

を行います。 
 
（２） 運用状況 
① 当期の概況 
Ａ．投資法人の主な推移  
本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律に基づき、フロンティア・リート・マネジメント

株式会社を設立企画人として、平成16年5月12日に設立され、同年8月9日に東京証券取引所不動産
投資信託市場に上場（銘柄コード8964）しました。 
本投資法人は中長期にわたる安定的な収益の確保を目指し、主として全国の商業施設の用途に供され

ている不動産等（信託財産としての不動産を含みます。以下同様とします。）を投資対象とする、いわ

ゆる「商業施設特化型REIT」です。当期末現在、合計8物件の不動産等（取得価格総額91,730百万円）
を運用しており、発行済投資口数は110,400口となっています。 
  

 
Ｂ．投資環境と運用実績 
我が国の経済は、昨年来の動きと同様に企業部門の回復が家計部門へと順調に波及しており、戦後最

長とも言われる景気回復の状態にあります。物価面でも、単位労働コストが下げ止まりを見せるなか、

世界的な原油高に伴う原材料価格、輸送コスト等の上昇を製品価格に転嫁する動きが見られ、企業物価、

消費者物価とも上昇の兆しが鮮明になりつつあります。 

不動産市場を見ると、都区部を中心とした活況が地方主要都市に及んでいますが、地域によっては安

定性・成長性等の優劣によって不動産価格の多極化が見られています。商業物件においても好立地にあ

り収益力がある優良案件は稀少で取得競争が熾烈なため、価格は高値圏で上昇傾向にあります。 

株式市場では、米国の景気減速懸念等を原因として、昨年来の一本調子の上昇トレンドから調整局面

に入りました。 

このような状況下、本投資法人は投資方針である中長期安定収益の確保を目指して、日本たばこ産業

株式会社（以下「JT」といいます。）とのパイプライン契約*注をもとに、平成18年3月23日に「イオ

ンナゴヤドーム前ショッピングセンター」を取得し、また同年8月7日に「ゆめタウン広島（仮称）」

について、JT との間で売買予約契約を締結しました。ともに新築物件でテナントとの契約期間は20 年

間の定期借家契約となっており、中長期安定収益の確保を具現化するものです。 

当期末現在の賃貸状況については、イオン株式会社、株式会社イトーヨーカ堂を中心とした優良テナ

ントと中長期的な契約（賃料ベースで全体の7割超が残存契約年数10年以上）を締結しており、稼働率

も100％を維持しています。 

 

(注）「パイプライン契約（日本たばこ産業株式会社所有地の開発及び売買等に関する覚書）」：平成16年5月31日付で、本投資法人

はスポンサーであるJT及び資産運用会社であるフロンティア・リート・マネジメント株式会社との間で、JTが所有する工場跡地等の遊休

地のうち、優良な商業開発等が可能であると判断され、かつ、本投資法人の投資基準に合致するものについては、開発決定後に本投資法人

が優先的に取得交渉できることを契約しています。 

 

 
Ｃ．資金調達の概要 

     本投資法人は上場以来、テナントから受け入れた敷金・保証金を有効活用することにより借入を行っ

てきませんでしたが、平成18年3月22日に新規物件の取得に際し、国内主要４金融機関との間で設定
しているアンコミットベースの融資枠を利用して30億円の短期借入を実行しました（同年6月22日に
10億円の期限前弁済を行っており、本書の日付現在の借入額は20億円となっています）。 
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本投資法人は保守的な負債比率を維持していきますが、資金調達を行う場合はマーケット環境・金融

情勢等を鑑みながら最適な調達手段を模索します。また、本書の日付現在、投資法人債の発行を行って

おりませんが、調達手段の多様化を図る観点からも投資法人債の発行の検討を行っていきます。 
 

    Ｄ．業績及び分配 
上記のような運用の結果、当期の実績として営業収益3,067百万円、営業利益1,597百万円となり、

経常利益は1,594百万円、当期純利益は1,593百万円となりました。 

分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法第67 条の 15）の適用により、利益分配金の最

大額が損金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当

期未処分利益の全額を分配することとし、この結果、投資口1口当たりの分配金は14,437円となりまし

た。 

 
② 次期の見通し 

国内経済のファンダメンタルズ面からは景気後退のシグナルは感じられず、次期以降も景気は緩やか

ながら堅調に推移するものと思われます。しかし、米国やアジア地域等海外の景気がピークアウトする

ことになれば、波及的に経済成長が減速する恐れがあります。 

商業不動産については、中心市街地活性化法及び都市計画法の改正の影響により、郊外の大規模商業

施設については一時的な駆け込み出店が起こる可能性がありますが、当該法律の施行後は新規出店ペー

スは鈍化していくと思われます。対照的に都心立地型の中小物件の出店ニーズは強まっており、積極的

な出店戦略を立てる商業者も少なくないようです。このような状況の中で、商業不動産の取引市場は、

既存物件の需給が逼迫する状態に変わりなく、取得競争が過熱化すると考えられます。 
   このような投資環境の中、本投資法人は以下の方針に基づき、中長期的な安定収益の確保を目指した

運用を行ってまいります。 

 

Ａ．今後の運用方針 
      本投資法人は中長期にわたり安定的な収益を確保するために、主として賃貸借期間が中長期であり、

かつ、主要テナントの信用力が一般的に高い商業施設からなるポートフォリオの構築を引き続き目指し

て資産の運用を行います。 

  

     （イ） パイプライン契約をベースにした外部成長の確保 

 本投資法人はJTと締結したパイプライン契約を最大限に活用して優良物件の確保に努めます。本投

資法人は現在JTと、JT滝野川社宅跡地及び同広島工場跡地に開発予定の2物件について売買予約契

約を締結しており、また、同橋本工場跡地に開発予定の1物件について優先交渉権に基づき取得交渉

を行っています。パイプライン契約に基づく物件の概要は下記のとおりです。本投資法人は下記の物

件だけではなく今後もJTと綿密に連携をとりながら成長を図ってまいります。取得に際しては法令及

び本投資法人に関する利益相反対策ルールを厳守するとともに、適切な情報開示を行います。 

 
パイプライン契約に基づく物件交渉（取得）状況 
遊休地 物件名 テナント 所在地 交渉（取得）状況 

JT京都工場跡地 ベルタウン丹波口駅前店 株式会社マツモト 京都市下京区 第3期中取得済 

JT名古屋工場跡地 イオンナゴヤドーム前ショッピングセンター イオン株式会社 名古屋市東区 第4期中取得済 

JT滝野川社宅跡地 （仮称）サミット新滝野川店 サミット株式会社 東京都北区 売買予約契約締結済

JT広島工場跡地 ゆめタウン広島（仮称） 株式会社イズミ 広島市南区 売買予約契約締結済

JT橋本工場跡地 （仮称）旧橋本工場開発建物 大和工商リース株式会社 和歌山県橋本市 
優先交渉権に基づき

交渉中 
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 （ロ） 既存物件の適切な運営管理 

既存物件に関しては、費用対効果を意識しつつ、お客様にとって利便性の高い施設の維持向上に努

めます。また、中長期修繕計画及びPM会社の定期巡回報告等に基づき、計画的、効果的な修繕や改

修を行います。かかる修繕や改修の実施に当たっては、当初支出額だけではなく省エネ対応や耐用年

数等を考慮し、長期的・総合的視点に立った費用の低減に努めます。 

 
Ｂ．運用状況の見通し 
第5期（平成18年７月1日～平成18年12月31日）の運用状況につきましては、営業収益3,470
百万円、経常利益1,864百万円、当期純利益1,862百万円、1口当たり分配金16,865円を見込んでい
ます。なお、この見通しの前提条件につきましては、4ページ記載の「第5期（平成18年7月1日～
平成18年12月31日） 運用状況の予想の前提条件」をご覧ください。 
 

     注）上記予想数値は一定の前提条件の下に算出した現時点でのものであり、状況の変化により実際の当期

純利益、分配金等は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありま

せん。 
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第5期（平成18年7月1日～平成18年12月31日） 運用状況の予想の前提条件 
 

項 目  前 提 条 件 

運用資産 

・  平成18年6月30日現在保有している 8物件に、平成18年9月に取得を予定している（仮

称）サミット新滝野川店を加えた9物件に関し、第5期営業期間末（平成18年12月31日）ま

でに異動（新規物件の取得、既存物件の売却等）がないことを前提としております。 

・ なお、実際の数値はその他の物件の取得、処分により変動する可能性があります。 

投資口の発行  ・  平成18年6月30日時点の発行済投資口数である110,400口を前提としております。 

負債比率 
・  第5期営業期間末（平成18年12月31日）時点の負債比率（総資産額のうち、借入金及びテ

ナントから受け入れた敷金・保証金等の占める割合）は約37％となる見込みです。 

営業収益 
・ 賃貸事業収益は、平成18 年 6 月 30 日現在有効な賃貸借契約（（仮称）サミット新滝野川店に

ついては譲渡人から承継予定の賃貸借予約契約）をもとに算出しております。 

営業費用 

・ 主たる営業費用である賃貸事業費用については、実績値をベースとし費用の変動要素を反映

して算出しております。 

・ 保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税等については、賦課決定された税額のう

ち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用に計上しております。 

・ 不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、精算金として譲渡人に支払う

固定資産税等相当額については、費用計上せず当該不動産の取得原価に算入します。 

・ 不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得期の減価償却費については、月割り

により算出しております。 

一口当たり 
分配金 

・ 分配金（一口当たり分配金）は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針を前提として算

出しております。 

・ 一口当たり分配金は、運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動又は予期せ

ぬ修繕の発生等を含む種々の要因により変動する可能性があります。 

一口当たり 
利益超過分配金 

・ 利益超過の分配（一口当たり利益超過分配金）については、行わないことを前提としておりま

す。 

その他 

・ 法令、税制、会計基準、上場規則、投信協会規則等において、上記の予想数値に影響を与え

る改正が行われないことを前提としております。 

・ 一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としておりま

す。 
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３．財務諸表等 

（１） 財務諸表 

① 貸借対照表 
 

当期 
（平成18年6月30日現在） 

前期 
（平成17年12月31日現在） 

増減 期  別  
 

科  目 

注記 
番号 

金      額 構成比 金      額 構成比 金 額 前期比 

  千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％ 

（資産の部）          

Ｉ 流動資産          

現金及び預金   455,016   12,899,268    

信託現金及び信託預金   3,156,755   3,443,923    

前払費用   19,551   20,619    

繰延税金資産   15   73    

その他流動資産   453,574   260    

流動資産合計   4,084,913 4.3  16,364,145 19.9 △12,279,231 △75.0 

II 固定資産          

1.有形固定資産          

建物 ※1 10,717,007   732,367     

減価償却累計額  141,360 10,575,646  8,293 724,074    

構築物 ※1 282,946   44,720     

減価償却累計額  8,657 274,288  1,440 43,280    

工具、器具及び備品 ※1 15,737   －     

減価償却累計額  497 15,239  － －    

土地 ※1  16,122,149   1,371,841    

信託建物 ※1 31,973,505   31,969,676     

減価償却累計額  2,278,052 29,695,452  1,682,809 30,286,867    

信託構築物 ※1 806,285   806,285     

減価償却累計額  83,708 722,577  61,905 744,380    

信託機械及び装置 ※1 185,033   185,033     

減価償却累計額  22,981 162,052  16,986 168,047    

信託土地 ※1  32,595,934   32,595,934    

有形固定資産合計   90,163,341 95.6  65,934,424 80.1 24,228,916 36.7 

2.無形固定資産          

その他の無形固定資産   17   17    

無形固定資産合計   17 0.0  17 0.0 － 0.0 

3.投資その他の資産          

差入保証有価証券   9,803   10,136    

長期前払費用   43,713   38,620    

投資その他の資産合計   53,516 0.1  48,757 0.0 4,759 9.8 

固定資産合計   90,216,875 95.7  65,983,199 80.1 24,233,676 36.7 

資産合計   94,301,789 100.0  82,347,345 100.0 11,954,444 14.5 
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当期 
（平成18年6月30日現在） 

前期 
（平成17年12月31日現在） 

増減 期  別  
 

科  目 

注記 
番号 

金      額 構成比 金      額 構成比 金  額 前期比 

   千円 ％  千円 ％ 千円 ％ 

（負債の部）          

Ｉ 流動負債          

短期借入金   2,000,000   －    

営業未払金   223,811   112,730    

未払金   9,340   4,978    

未払費用   80,459   64,792    

未払法人税等   756   638    

未払消費税等   69,321   52,685    

前受金   538,129   402,392    

預り金   1,088   851    

流動負債合計   2,922,906 3.1  639,068 0.7 2,283,837 357.4 

II 固定負債          

預り敷金保証金 ※1  10,093,210   623,065    

信託預り敷金保証金 ※1  21,026,193   21,081,585    

その他固定負債   83,091   86,169    

固定負債合計   31,202,495 33.1  21,790,820 26.5 9,411,674 43.2 

負債合計   34,125,401 36.2  22,429,888 27.2 11,695,512 52.1 

（純資産の部） ※2      

I 投資主資本       

1.出資総額       

出資総額   58,582,500 62.1 58,582,500 － 

2.剰余金       

当期未処分利益   1,593,888  1,593,888  

剰余金合計   1,593,888 1.7 1,593,888 － 

投資主資本合計   60,176,388 63.8 60,176,388 － 

純資産合計   60,176,388 63.8 60,176,388 － 

負債・純資産合計   94,301,789 100.0  94,301,789 － 

（出資の部） ※3      

I 出資総額       

出資総額 ※2  58,582,500 71.2 △58,582,500 － 

II 剰余金       
当期未処分利益   1,334,802  △1,334,802  

剰余金合計   1,334,802 1.6 △1,334,802 － 

III 評価差額金       

その他有価証券評価差額金   153  △153  

評価差額金合計   153 0.0 △153 － 

出資合計   59,917,456 72.8 △59,917,456 － 

負債・出資合計    82,347,345 100.0 △82,347,345 － 
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② 損益計算書 
 

当期 
自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 

 至 平成17年12月31日 

増減 期  別  
 

  
科  目 

注記 
番号 

金       額 百分比 金       額 百分比 金 額 前期比 

  千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％ 

1.営業収益          

賃貸事業収益 ※1 3,064,266   2,607,519     

その他賃貸事業収益 ※1 2,963 3,067,229 100.0 2,963 2,610,483 100.0 456,746 17.5 

2.営業費用          

賃貸事業費用 ※1 1,225,541   1,079,976     

資産運用報酬  152,353   138,224     

資産保管委託報酬  4,539   4,108     

一般事務委託報酬  22,402   20,689     

役員報酬  6,600   6,600     

その他営業費用  58,690 1,470,127 47.9 26,975 1,276,574 48.9 193,553 15.2 

営業利益金額   1,597,102 52.1  1,333,909 51.1 263,193 19.7 

3.営業外収益          

受取利息  720   1,752     

有価証券利息  75   76     

管理組合費精算金収入  2,598   －     

その他営業外収益  866 4,260 0.1 0 1,829 0.1 2,431 132.9 

4.営業外費用          

支払利息  3,780   －     

共益費精算金支出  2,598   －     

その他営業外費用  180 6,558 0.2 － － 0.0 6,558 － 

経常利益金額   1,594,804 52.0  1,335,738 51.2 259,066 19.4 

税引前当期純利益金額   1,594,804 52.0  1,335,738 51.2 259,066 19.4 

法人税、住民税及び事業税  924   870     

法人税等調整額  57 982 0.0 129 999 0.1 △16 △1.7 

当期純利益金額   1,593,821 52.0  1,334,738 51.1 259,083 19.4 

前期繰越利益   66   63    

当期未処分利益   1,593,888   1,334,802  259,085 19.4 
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③ 投資主資本等変動計算書 
第4期 （自 平成18年1月1日  至 平成18年6月30日） 

（単位：千円） 
投資主資本 評価・換算差額等 
剰余金 

 

出資 
総額 
※1 

当期 
未処分 
利益 

剰余金 
合計 

投資主 
資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価 
差額金 

評価・換算 
差額等 
合計 

純資産 
合計 

前期末残高 58,582,500 1,334,802 1,334,802 59,917,302 153 153 59,917,456 
当期変動額        
新投資口の発行 － － － － － － － 
剰余金の配当 － △1,334,736 △1,334,736 △1,334,736 － － △1,334,736 
当期純利益金額 － 1,593,821 1,593,821 1,593,821 － － 1,593,821 
投資主資本以外

の項目の当期変

動額（純額） 
－ － － － △153 △153 △153 

当期変動額合計 － 259,085 259,085 259,085 △153 △153 258,931 
当期末残高 58,582,500 1,593,888 1,593,888 60,176,388 － － 60,176,388 

 
 
④ 金銭の分配に係る計算書 

 
期     別 

 
項     目 

当期 
自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

  円 円

Ⅰ 当期未処分利益  1,593,888,108  1,334,802,234 
Ⅱ 分配金の額  1,593,844,800  1,334,736,000 
(投資口 1口当たりの分配金の額)   (14,437)  （12,090）
Ⅲ 次期繰越利益  43,308  66,234 

 
 
分配金の額の算出方法  本投資法人の規約第 37条(1)に定

める分配方針に基づき、分配金の

額は利益の金額を限度とし、かつ

租税特別措置法第67条の15に規
定されている本投資法人の配当

可能所得の金額の 100分の 90に
相当する金額を超えるものとし

ています。かかる方針により、当

期未処分利益を超えない額で発

行済投資口数 110,400口の整数倍
の最大値となる 1,593,844,800 円
を利益分配金として分配するこ

とといたしました。なお、本投資

法人の規約第 37条(2)に定める利
益を超えた金銭の分配は行いま

せん。 
 

本投資法人の規約第 37条(1)に定
める分配方針に基づき、分配金の

額は利益の金額を限度とし、かつ

租税特別措置法第67条の15に規
定されている本投資法人の配当

可能所得の金額の 100分の 90に
相当する金額を超えるものとし

ています。かかる方針により、当

期未処分利益を超えない額で発

行済投資口数 110,400口の整数倍
の最大値となる 1,334,736,000 円
を利益分配金として分配するこ

とといたしました。なお、本投資

法人の規約第 37条(2)に定める利
益を超えた金銭の分配は行いま

せん。 
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⑤ キャッシュ・フロー計算書 
当期 

自 平成18年1月1日 
 至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 

 至 平成17年12月31日 

期  別 
 
 

項  目 金          額 金          額 
 千円 千円 
   
I 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,594,804 1,335,738 
減価償却費 763,823 632,558 
受取利息及び有価証券利息 △795 △ 1,828 
支払利息 3,780 － 
前払費用の増加・減少額 1,067 △ 13,760 
営業未払金の増加・減少額 111,081 △ 91,869 
未払費用の増加・減少額 15,431 △ 1,666 
未払消費税等の増加・減少額 16,635 6,264 
前受金の増加・減少額 135,737 19,197 
その他 △458,533 △ 46,943 

小 計 2,183,033 1,837,689 
利息の受取額 839 1,904 
利息の支払額 △3,545 － 
法人税等の支払額 △657 △ 932 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,179,670 1,838,660 
   
II 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △24,988,911 △ 2,148,929 
信託有形固定資産の取得による支出 △3,829 △ 11,815 
預り敷金保証金の収入 9,611,655 634,194 
預り敷金保証金の支出 △141,510 △ 11,129 
信託預り敷金保証金の支出 △55,392 △ 55,392 
投資活動によるキャッシュ・フロー △15,577,987 △ 1,593,071 

   
III財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 3,000,000 － 
短期借入金の返済による支出 △1,000,000 － 
分配金の支払額 △1,333,102 △ 1,239,503 
財務活動によるキャッシュ・フロー 666,897 △ 1,239,503 

   
IV 現金及び現金同等物の増加額又は減少額 △12,731,419 △ 993,914 
V  現金及び現金同等物の期首残高 15,880,691 16,874,606 
VI 現金及び現金同等物の期末残高 3,149,272 15,880,691 
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〔重要な会計方針〕 
期  別 
 

項  目 

当期 
自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

1.有価証券の評
価基準及び評

価方法 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法によっ

ております。（評価差額は部分純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法によって

おります。（評価差額は部分資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。） 
2.固定資産の減
価償却の方法 

(1) 有形固定資産 （信託財産を含む） 
定額法を採用しております。なお、有形固

定資産の耐用年数は以下の通りです。 
建物           3～39年 
構築物          10～40年 
機械及び装置        14年 
工具、器具及び備品   6～10年 

(2) 長期前払費用 
定額法を採用しております。 

(1) 有形固定資産 （信託財産を含む） 
定額法を採用しております。なお、有形固

定資産の耐用年数は以下の通りです。 
建物           7～38年 
構築物          10～40年 
機械及び装置        14年 
 

(2) 長期前払費用 
定額法を採用しております。 

3.収益及び費用
の計上基準 

固定資産税等の処理方法 
保有する不動産にかかる固定資産税、都市計

画税及び償却資産税等については、賦課決定さ

れた税額のうち当該決算期間に対応する額を

不動産賃貸事業費用として費用処理する方法

を採用しております。 

同左 

4.キャッシュ・
フロー計算書

における資金

（現金及び現

金同等物）の範

囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、

随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得から 3 ヵ
月以内に償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

同左 

5.その他財務諸
表作成のため

の基本となる

重要な項目 

(1) 不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方法 
保有する不動産等を信託財産とする信託

受益権につきましては、信託財産内全ての資

産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全

ての収益及び費用勘定について、貸借対照表

及び損益計算書の該当勘定科目に計上して

おります。 
なお、該当勘定科目に計上した信託財産の

うち重要性がある下記の項目については、貸

借対照表において区分掲記しております。 
① 信託現金及び信託預金 
② 信託建物、信託構築物、信託機械及び装

置、信託土地 
③ 信託預り敷金保証金 

(2) 消費税等の処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税 
抜方式によっております。 

同左 
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〔会計方針の変更〕 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
 
当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」 （企業会計基準第5号 平成17年12月9
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」 （企業会計基準適用指針第8号 平
成17年12月9日）を適用しております。 
従来の出資の部の合計に相当する金額は 60,176,388
千円であります。 

－ 

 
 
 
 
 



- 12 - 

〔注記事項〕 
（貸借対照表関係） 

当期 
（平成18年6月30日現在） 

前期 
（平成17年12月31日現在） 

※1.担保に供している資産及び担保を付している債務 
 
担保に供している資産は次の通りです。 
建物             9,856,393千円 
構築物              232,481千円 
工具、器具及び備品        15,239千円 
土地            14,745,980千円 
信託建物          29,507,446千円 
信託構築物             684,846千円 
信託機械及び装置        162,052千円 
信託土地          32,595,934千円  
合計            87,800,374千円 

 
担保を付している債務は次の通りです。 
預り敷金保証金        9,483,499千円 
信託預り敷金保証金     21,026,193千円  
合計             30,509,693千円 
 

※1.担保に供している資産及び担保を付している債務 
 
担保に供している資産は次の通りです。 
信託建物          30,094,203千円 
信託構築物            704,981千円 
信託機械及び装置        168,047千円 
信託土地           32,595,934千円  
合計            63,563,166千円 

 
 
 
 
 
担保を付している債務は次の通りです。 
信託預り敷金保証金     21,081,585千円  
合計             21,081,585千円 

－ ※2.発行する投資口の総数及び発行済投資口数 
発行する投資口の総数       2,000,000口 
発行済投資口数             110,400口 

※2.投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に
定める最低純資産額 

50,000千円 
 

※3.投資信託及び投資法人に関する法律第67条第6項に
定める最低純資産額 

50,000千円 
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（損益計算書関係） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

※1.不動産賃貸事業損益の内訳      （単位：千円） 
A. 不動産賃貸事業収益 

賃貸事業収益 
賃料及び駐車場使用料収入   3,064,266  
その他賃貸事業収入        2,963  
不動産賃貸事業収益合計      3,067,229  

 
B. 不動産賃貸事業費用 

賃貸事業費用 
外注委託費            34,249  
公租公課            377,193  
損害保険料             8,666  
修繕費              41,285  
減価償却費           763,823  
その他賃貸事業費用          323  
不動産賃貸事業費用合計      1,225,541  

C. 不動産賃貸事業損益 （A－B）    1,841,688  
 

※1.不動産賃貸事業損益の内訳       （単位：千円） 
A. 不動産賃貸事業収益 

賃貸事業収益 
賃料及び駐車場使用料収入    2,607,519  
その他賃貸事業収入          2,963  
不動産賃貸事業収益合計      2,610,483 

 
B. 不動産賃貸事業費用 

賃貸事業費用 
外注委託費            32,167  
公租公課             394,020  
損害保険料             7,967  
修繕費              12,921  
減価償却費            632,558  
その他賃貸事業費用           340  
不動産賃貸事業費用合計       1,079,976  

C. 不動産賃貸事業損益 （A－B）    1,530,507  

 
 

（投資主資本等変動計算書関係） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

※1.発行可能投資口総口数及び発行済投資口数 
 
発行可能投資口総口数の総数    2,000,000口 
発行済投資口数             110,400口 

 

－ 

 



- 14 - 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
（平成18年6月30日現在） 

 
現金及び預金          455,016千円  
信託現金及び信託預金     3,156,755千円  
使途制限付信託預金（注）   △462,500千円  
現金及び現金同等物      3,149,272千円  
 

（注）修繕、地震リスク等に備えるため信託口座内に留

保している預金 
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
（平成17年12月31日現在） 

 
現金及び預金         12,899,268千円  
信託現金及び信託預金     3,443,923千円  
使途制限付信託預金（注）   △462,500千円  
現金及び現金同等物      15,880,691千円  
 

（注）修繕、地震リスク等に備えるため信託口座内に留

保している預金 
 

 
 
（リース取引関係） 

当期 
自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

オペレーティング・リース取引 （貸主側） 
 
未経過リース料 

1年内       6,828,682千円  
1年超      57,247,192千円  
合計       64,075,874千円  
 

オペレーティング・リース取引 （貸主側） 
 
未経過リース料 

1年内       5,243,702千円  
1年超      30,759,057千円  
合計       36,002,759千円  

 
 
 

（有価証券関係） 
1.その他有価証券で時価のあるもの 

当期 
（平成18年6月30日現在） 

前期 
（平成17年12月31日現在） 

区分 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表

日における

貸借対照表

計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表

日における

貸借対照表

計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 － － － － － － 
債券 － － － 9,982 10,136 153 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 小計 － － － 9,982 10,136 153 
株式 － － － － － － 
債券 9,983 9,803 △180 － － － 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 小計 9,983 9,803 △180 － － － 
合計 9,983 9,803 △180 9,982 10,136 153 
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2.その他有価証券のうち満期のあるもの 
当期 

（平成18年6月30日現在） 
前期 

（平成17年12月31日現在） 
区分 

満期までの期間 償還予定額の合計額 
（千円） 

満期までの期間 償還予定額の合計額 
（千円） 

債券 国債証券 5年超10年以下 10,000 5年超10年以下 10,000 
 
 

（デリバティブ取引関係） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

該当事項はありません。 同左 
 
 
（退職給付関係） 

当期 
自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

該当事項はありません。 同左 

 
 

（税効果会計関係） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 
（繰延税金資産） 
法人事業税損金不算入額        15千円  
その他有価証券評価差額         －千円  
繰延税金資産計            15千円  
繰延税金資産の純額          15千円  
 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 
 
法定実効税率              39.39％  
（調整） 
支払分配金の損金算入額        △39.37％  
その他                 △0.02％  
税効果会計適用後の法人税等の負担率    0.00％ 

 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 
（繰延税金資産） 
法人事業税損金不算入額       13千円  
その他有価証券評価差額       60千円  
繰延税金資産計           73千円  
繰延税金資産の純額         73千円  
 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 
 
法定実効税率              39.39％  
（調整） 
支払分配金の損金算入額       △39.36％  
その他                 △0.02％  
税効果会計適用後の法人税等の負担率  0.01％ 
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（持分法損益等） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

該当事項はありません。 同左 

 
 

（関連当事者との取引） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

親会社及び法人主要投資主等 
該当事項はありません。 

役員及び個人主要投資主等 
該当事項はありません。 

子会社等 
該当事項はありません。 

兄弟会社等 
該当事項はありません。 

 

同左 

 
 
（投資口1口当たり情報） 

当期 
自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

1口当たり純資産額      545,076円 
1口当たり当期純利益金額    14,437円 
 
潜在投資口調整後 1 口当たり当期純利益金額につい
ては、潜在投資口がないため記載しておりません。 

 

1口当たり純資産額      542,730円 
1口当たり当期純利益      12,090円 
 
潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口がないため記載しておりません。 

 
（注） 1口当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りです。 

 
 当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

当期純利益金額 （千円） 1,593,821 1,334,738 
普通投資主に帰属しない金額 （千円） － － 
普通投資口に係る当期純利益金額 （千円） 1,593,821 1,334,738 
期中平均投資口数 （口） 110,400 110,400 

 
 

（重要な後発事象） 
当期 

自 平成18年1月1日 
至 平成18年6月30日 

前期 
自 平成17年7月1日 
至 平成17年12月31日 

該当事項はありません。 同左 
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（2） 発行済投資口数の増減 

当期までの発行済投資口数及び出資総額増減状況は以下のとおりです。 

発行済投資口数（口） 
出資総額 （百万円）  

（注1） 
 

年月日 摘要 
増加口数 残高 増加額 残高 備考 

平成16年5月12日 私募設立 400 400 200 200 （注2） 
平成16年8月7日 公募増資 102,000 102,400 54,136 54,336 （注3） 
平成16年9月8日 第三者割当増資 8,000 110,400 4,246 58,582 （注4） 
（注1） 出資総額は百万円未満を切捨てした金額を記載しています。 

（注2） 本投資法人の設立に際して、1口当たり発行価格500,000円にて投資口を発行しました。 

（注3） 1口当たり発行価格550,000円（引受価額 530,750円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として新投資口を発行しました。 

（注4） 1口当たり発行価格530,750円にて、新規物件の取得資金の調達を目的として第三者割当により新投資口を発行しました。 
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４．役員の異動 
平成18年3月28日に開催された本投資法人の第1回投資主総会において、執行役員には西方俊平が選任
され、同年4月1日に就任しました。前執行役員の出村日出夫は同年3月31日付けで辞任しました。なお、
谷村憲一監督役員及び出口尚明監督役員は再選され、同年4月1日に就任しました。 
本書の日付現在における役員の状況は以下のとおりです。 

役職名 氏名 主要略歴 所有投
資口数 

昭和41年  4  月 大蔵省（現財務省）入省 
平成 4 年  7  月 同省 関東財務局東京証券取引所監理官 

兼大臣官房審議官 

平成 6 年  7  月 同省 造幣局長 
平成 7 年  6  月 社団法人信託協会専務理事 
平成 9 年  8  月 日本たばこ産業株式会社 顧問 
平成10年  6  月 同社 専務取締役財務グループリーダー 
平成11年  6  月 同社 代表取締役副社長 
平成15年  6  月 株式会社ジェイティ財務サービス代表取締役社長

（現在に至る） 

執行役員 西方 俊平 

平成18年  4  月 フロンティア不動産投資法人 執行役員就任 
（現在に至る） 

0口 

昭和48年  4  月 安田信託銀行株式会社（現みずほ信託銀行株式会

社）入社 
昭和55年 11  月 日新監査法人（現新日本監査法人）勤務（昭和60

年3月まで） 
昭和59年  3  月 公認会計士登録 
昭和60年  4  月 谷村公認会計士事務所開設（現在に至る） 
昭和62年  5  月 税理士登録 

監督役員 谷村 憲一 

平成16年  5  月 フロンティア不動産投資法人 監督役員就任（現

在に至る） 

0口 

昭和53年  4  月 東京地方裁判所 判事補 
昭和55年  6  月 パリ第二大学法学部大学院留学（昭和57年6月ま

で） 
昭和57年 10  月 
昭和60年  4  月 

札幌地方裁判所 判事補 
最高裁判所事務総局行政局 

昭和62年  4  月 三井物産株式会社（民間企業研修） 
昭和63年  4  月 名古屋地方裁判所 判事 
平成 元年  5  月 弁護士登録・田口綜合法律事務所 弁護士（現在

に至る） 
平成 3 年  4  月 横浜商科大学非常勤講師 
平成16年  4  月 中央大学法科大学院特任教授（現在に至る） 

監督役員 出口 尚明 

平成16年  5  月 フロンティア不動産投資法人 監督役員就任（現

在に至る） 

0口 
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５．参考情報 
（１）本投資法人の財産の構成 

第4期 

（平成18年6月30日現在） 

第3期 

（平成17年12月31日現在） 
資産の種類 用途 地域 

保有総額 

（注2）（百万円） 

対総資産比率

（％） 

保有総額 

（注2）（百万円） 

対総資産比率

（％） 

首都圏（注1） 29,937 31.7 30,265 36.8
信託不動産 商業施設 

その他地方都市 33,238 35.2 33,529 40.7

不動産 商業施設 その他地方都市 26,987 28.6 2,139 2.6

預金その他の資産 4,138 4.4 16,412 19.9

資産合計 94,301 100.0 82,347 100.0
（注1）「首都圏」とは東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県の1都3県を指します。 

（注2）「保有総額」は、期末時点における貸借対照表計上額（信託不動産及び不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっており、百

万円未満を切捨てしています。 

 

第4期 

（平成18年6月30日現在） 

第3期 

（平成17年12月31日現在） 

 

金額（百万円） 対総資産比率（％） 金額（百万円） 対総資産比率（％）

負債総額 34,125 36.2 22,429 27.2

純資産総額 60,176 63.8 59,917 72.8

資産総額 94,301 100.0 82,347 100.0
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（２） 不動産及び信託不動産の概要 
① 不動産及び信託不動産の概要 
 本投資法人は以下の不動産及び不動産を信託財産とする信託受益権を保有しています。不動産及び  
信託財産である各不動産（以下「信託不動産」といいます。）の概要は以下のとおりです。 
 

（不動産及び信託不動産の概要１） 

不動産等の名称 

 

資産の種類 

帳簿価額

（注1） 

（百万円）

賃貸可能面積

（㎡） 

賃貸面積 

（㎡） 

稼働率

（注2）

（％）

対総賃貸事業 

収入比率（注2） 

（％） 

主たる用途 

イオン品川シーサイド 

ショッピングセンター 
信託受益権 19,524 77,547.22 77,547.22 100.0 24.3 商業施設 

マイカル茨木 信託受益権 17,609 148,666.78 148,666.78 100.0 22.2 商業施設 

ジョイフルタウン岡山 信託受益権 10,823 66,574.67 66,574.67 100.0 15.1 商業施設 

ジョイフルタウン秦野 信託受益権 8,944 79,504.88 79,504.88 100.0 12.7 商業施設 

パピヨンプラザ 信託受益権 4,805 17,148.26 17,148.26 100.0 7.6 商業施設 

上池台東急ストア 信託受益権 1,468 6,640.60 6,640.60 100.0 1.7 商業施設 

ベルタウン丹波口駅前店 不動産 2,137 11,176.34 11,176.34 100.0 2.8 商業施設 

イオンナゴヤドーム前 
ショッピングセンター 不動産 24,850 154,766.57 154,766.57 100.0 13.7 商業施設 

合  計 90,163 562,025.32 562,025.32 100.0 100.0  

（注1）帳簿価額は百万円未満を切捨てしています。 

（注2）稼働率及び対総賃貸事業収入比率は、小数点第2位以下を四捨五入しています。 

 
 

（不動産及び信託不動産の概要２） 

不動産等の名称 所在地（住居表示） 資産の種類 
帳簿価額 

（注1） 

（百万円） 

期末算定 

価額（注2）

（百万円）

イオン品川シーサイド 

ショッピングセンター 東京都品川区東品川四丁目12番5号 信託受益権 19,524 21,500 

マイカル茨木 
（店舗棟・立体駐車場棟）大阪府茨木市松ヶ本町8番30号

（スポーツ棟）大阪府茨木市下穂積一丁目7番5号 
信託受益権 17,609 22,000 

ジョイフルタウン岡山 
（イトーヨーカ堂棟）岡山県岡山市下石井二丁目10番2号

（セガ棟）岡山県岡山市下石井二丁目10番1号 
信託受益権 10,823 11,600 

ジョイフルタウン秦野 神奈川県秦野市入船町12番1号 信託受益権 8,944 11,000 

パピヨンプラザ 福岡県福岡市博多区千代一丁目2番7号他 信託受益権 4,805 5,570 

上池台東急ストア 東京都大田区上池台五丁目23番5号 信託受益権 1,468 1,690 

ベルタウン丹波口駅前店 京都府京都市下京区中堂寺坊城町60番他 不動産 2,137 2,370 

イオンナゴヤドーム前 
ショッピングセンター 愛知県名古屋市東区矢田南四丁目1番19号 不動産 24,850 25,000 

合 計 90,163 100,730 

（注1）帳簿価額は百万円未満を切捨てしています。 

（注2）期末算定価額は、本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資信託協会の定める規則に基づき、不動産鑑定士に

よる鑑定評価額又は調査価格を記載しています。 
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 (不動産及び信託不動産の概要３) 

第4期（自 平成18年1月1日 至 平成18年6月30日） 

不動産等の名称 地域 テナント総数

期末時点（件）
主要テナント 

稼働率（注2） 

期末時点（％） 

賃貸事業収入 

（注3）期間中 

（百万円） 

対総賃貸事

業収入比率

（注2）（％）

イオン品川シーサイド 

ショッピングセンター 
1 イオン株式会社 100.0 745 24.3 

ジョイフルタウン秦野 1 イオン株式会社 100.0 389 12.7 

上池台東急ストア 

首都圏（注1） 

1 株式会社東急ストア 100.0 53 1.7 

マイカル茨木 1 株式会社マイカル 100.0 679 22.2 

ジョイフルタウン岡山 2 株式会社イトーヨーカ堂 100.0 461 15.1 

パピヨンプラザ 2 大和情報サービス株式会社 100.0 233 7.6 

ベルタウン丹波口駅前店 1 株式会社マツモト 100.0 84 2.8 

イオンナゴヤドーム前 

ショッピングセンター 

その他地方都市 

1 イオン株式会社 100.0 420 13.7 

合 計 10  100.0 3,067 100.0 

(注１)「首都圏」とは東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県の1都3県を指します。 

(注２) 稼働率及び対総賃貸事業収入比率は、小数点第2位以下を四捨五入しています。 

（注３）賃貸事業収入は百万円未満を切捨てしています。 

 

 

② 個別不動産及び信託不動産の概要 
     本投資法人が平成18年6月30日現在保有する不動産及び信託不動産の個別の概要は、以下のとおり

です。なお、以下に記載する各不動産及び信託不動産に関する｢資産の概要｣における記載事項に関する

説明は以下の通りです。 
 

■「資産の概要」に関する説明 
・「取得価格」は、当該不動産等の取得に要した諸費用（仲介手数料、公租公課等）を含まない金額を記

載しています。 
・「期末算定価額」は、毎決算日を価格時点とする財団法人日本不動産研究所作成の不動産鑑定評価書ま

たは調査価格書に基づいています。当該算定価額は、一定時点における評価者の判断と意見であり、そ

の内容の妥当性、正確性及び当該算定価額での取引可能性等を保証するものではありません。 
・「所在地」は、特に断りのない限り住居表示を記載しています。土地の「面積」並びに建物の「構造／

階数」、「建築時期」、「延床面積」及び「用途」は、登記簿上の記載に基づいています。 
・「用途地域」は、都市計画法（昭和43年法律第100号。その後の改正を含みます。）第8条第1項第

1号に掲げる用途地域の種類を記載しています。 
・「容積率」は、建築基準法（昭和 25年法律第 201号。その後の改正を含みます。）（以下「建築基準
法」といいます。）第 52 条に定められる、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合であって、用途
地域等に応じて都市計画で定められる容積率の上限を記載しています。 
・「建ぺい率」は、建築基準法第 53 条に定められる、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合であっ
て、用途地域等に応じて都市計画で定められる建ぺい率の上限を記載しています。 

  

■「損益状況」に関する説明 
・ 記載している数値はいずれも百万円未満を切り捨てしています。 
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イオン品川シーサイドショッピングセンター 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産信託受益権 取得価格 20,100百万円 
取得年月日 平成 16年 8月 9日 期末算定価額 21,500百万円 
所在地（住居表示） 東京都品川区東品川四丁目 12番 5号 

構造／階数 
(注 1) 

鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリ

ート造陸屋根地下 2階付 10階建 
面積 一棟建物の敷地 39,985.31㎡ 

持分を有する敷地 22,599.20㎡ 
（うち共有持分割合 0.311465） 

建築時期(注 1) 平成 14年 9月 30日 用途地域 準工業地域 
 

延床面積 一棟建物全体 285,791.13㎡ 
専有部分 75,047.77㎡ 

容積率 599.06％  (注 2) 

用途 店舗･駐車場 建ぺい率 50％   (注 2) 

建物 

所有形態 区分所有権 

土地 

所有形態 分有（共有） 
■特記事項■ 
・本物件は、東品川四丁目第一地区第一種市街地再開発事業地内 A1街区（品川シーサイドフォレスト）に位置する地上部 5棟、及び
地域冷暖房施設・駐車場施設からなる一棟の建物のうち、「店舗棟」に該当する専有部分及び当該専有部分が有する敷地共有持分で

す。 
・本物件の信託受託者は、数筆に分かれた敷地のすべてについて敷地共有持分を有しているわけではなく（いわゆる分有）、敷地権の

登記もなされていませんが、管理規約において、将来も現在の分有形態を継承すること、区分所有建物が存続中無償で敷地を敷地所

有者間で相互に使用できることが定められています。 
・区分所有者間の管理規約により、敷地利用権又は共有部分の分割請求は禁止されています。また、敷地利用権と専有部分の分離処分、

及び専有部分と共用部分等の共有持分を分離しての譲渡・抵当権設定等の処分は禁止されています。 
・本土地の一部（1,648.37㎡）に東京臨海高速鉄道株式会社を地上権者として、鉄道構築物保護及び設置を目的とする区分地上権が設
定されています。 
・本土地の一部につき、現在、隣地所有者との間で境界確認の手続を進めています。 
 
■注記■ 
(注 1) 不動産信託受益権の対象となる専有部分についての情報です。 
(注 2) 東品川四丁目地区再開発地区計画 A1街区における制限です。 
 

 
 

（損益状況） 
（単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  530 673 737 745

  賃料収入  530 673 737 745

  その他収入  － － ― －

賃貸事業費用  189 327 327 320

 公租公課 － 96 96 89

  外注委託費  21 26 26 26

  損害保険料  1 2 2 2

 修繕費 1 － 0 0

  減価償却費  164 201 201 201

  その他賃貸事業費用  0 0 0 0

賃貸事業利益  340 345 409 424

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  505 547 611 626
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マイカル茨木 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産信託受益権 取得価格 18,100百万円 
取得年月日 平成 16年 8月 9日 期末算定価額 22,000百万円 
所在地（住居表示） （店舗棟・立体駐車場棟）大阪府茨木市松ヶ本町 8番 30号 

（スポーツ棟）大阪府茨木市下穂積一丁目 7番 5号 
構造／階数 ①（店舗棟） 

鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根・

合金メッキ鋼板葺地下 1階付 5階
建 

②（立体駐車場棟）(注) 
鉄骨造陸屋根 6階建 

③（スポーツ棟） 
鉄骨鉄筋コンクリート造合金メッ

キ鋼板葺 4階建 

面積 64,717.74㎡ 
（店舗棟及び立体駐車場の敷地：

58,666.81 ㎡、スポーツ棟の敷地：
4,388.21㎡、その他：1,662.72㎡） 

建築時期 平成 12年 11月 30日 用途地域 準工業地域 
延床面積 ①83,369.99㎡ ②55,346.67㎡ 

③7,479.19㎡ 
容積率 200％ 

用途 ①店舗・映画館・図書館 
②駐車場 
③スポーツセンター・公衆浴場・ 
集会所 

建ぺい率 60％ 

建物 

所有形態 所有権 

土地 

所有形態 所有権 
■特記事項■ 
・本物件に関し、茨木市との間で使用貸借契約が締結されており、茨木市が本建物の一部を図書館（1,317.02㎡）及びコミュニティセ
ンター（594.18 ㎡）として使用しています。なお、①本施設の使用に伴う保安･火災予防の一切の責任及び費用負担、②茨木市の責
めに帰すべき損傷の修理及び通常の使用の結果生じる故障･磨耗･滅失等のため貸主資産に関する修理、③茨木市が使用するうえで必
要となる水道･光熱費･冷暖房空調費･電話使用料･清掃費･その他茨木市が設置する付帯設備の法定点検及び維持管理に関する費用は
茨木市が負担します。 

・本土地の一部（貸付面積：1,511.83 ㎡）に関し、茨木市との間で土地使用貸借契約が締結されており、茨木市が道路法（昭和 27 年
法律第 180号。その後の改正を含みます。）に基づく道路、付属物及び歩行者用通路として無償で使用しています。なお、当該無償
使用部分の維持管理は、茨木市が行います。 
・本土地（松ヶ本町 82番 2及び下穂積一丁目 148番 1）の間に大阪府道（大阪高槻京都線 14号）があり、大阪府から道路占用の許可
を受け、当該土地の地下を地下通路として使用しています。 

・本土地の一部（松ヶ本町 82番 2及び岩倉町 1093番 3）は、松ヶ本南遺跡に指定されており、本建物が建築されている部分以外の土
地に建物を建築する場合は、文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。その後の改正を含みます。）（以下「文化財保護法」といい
ます。）に基づき試掘調査を行う必要があります。また、本土地に関し、500㎡以上の開発行為を行う場合には、文化財保護法に基
づき試掘調査を行う必要があります。 
・松ヶ本町 82番 2の土地の南側隣接地より塀の一部が本土地上に越境しています。 

 
■注記■ 
(注) 立体駐車場棟は、店舗棟の付属建物です。 
 

 
 
（損益状況） 

    （単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  537 679 679 679

  賃料収入  534 676 676 676

  その他収入  2 2 2 2

賃貸事業費用  154 291 291 284

 公租公課 － 107 107 100

  外注委託費  1 1 1 1

  損害保険料  1 1 1 1

 修繕費 － － ― －

  減価償却費  151 180 180 180

  その他賃貸事業費用  0 0 0 0

賃貸事業利益  382 387 387 395

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  533 568 568 576
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ジョイフルタウン岡山 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産信託受益権 取得価格 11,000百万円 
取得年月日 平成 16年 8月 9日 期末算定価額 11,600百万円 
所在地（住居表示） （イトーヨーカ堂棟）岡山県岡山市下石井二丁目 10番 2号 

（セガ棟）岡山県岡山市下石井二丁目 10番 1号 
構造／階数 ①（イトーヨーカ堂棟） 

鉄骨･鉄筋コンクリート造陸屋根地

下 1階付 5階建 
②（セガ棟） 
鉄骨造陸屋根･亜鉛メッキ鋼板葺 3
階建 

面積 38,005.17㎡ 

建築時期 ①平成 10年 10月 26日 
②平成 10年 7 月 10日 

用途地域 商業地域 

延床面積 ①46,121.19㎡ 
② 9,713.66㎡ 

容積率 （400％／600 ％）(注) 

用途 ①店舗 
②遊技場・店舗 

建ぺい率 80％ 

建物 

所有形態 所有権 

土地 

所有形態 所有権 
■特記事項■ 
・「ジョイフルタウン」に係る商標権は、日本たばこ産業株式会社が保有しています。本物件の信託受託者は、日本たばこ産業株式会

社から当該商標権の使用許諾を受けています。 
 

■注記■ 
(注) 東側接面道路（市道 南方・柳町線（通称：市役所筋））境界線から 50ｍ以内の区域の容積率は 600％です。 
 

 
 

（損益状況） 
（単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  382 484 461 461

  賃料収入  382 484 461 461

  その他収入  － － ― －

賃貸事業費用  78 189 188 195

 公租公課 － 94 94 88

  外注委託費  1 1 1 1

  損害保険料  0 1 0 0

 修繕費 0 1 1 13

  減価償却費  76 90 90 90

  その他賃貸事業費用  － － ― －

賃貸事業利益  304 295 273 266

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  380 385 363 356
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ジョイフルタウン秦野 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産信託受益権 取得価格 9,300百万円 
取得年月日 平成 16年 8月 9日 期末算定価額 11,000百万円 
所在地（住居表示） 神奈川県秦野市入船町 12番 1号 

構造／階数 
(注 1) 

①（本館）鉄骨造陸屋根 4階建 
②（別館）鉄骨造陸屋根 4階建 
③（倉庫）軽量鉄骨造合金メッキ鋼板

葺平家建 

面積 47,563.40㎡ 

建築時期 ①（本館）平成 7 年 11月 10日 
②（別館）平成 11年 7 月 15 日 
③（倉庫）平成 17年 11月 21日 

用途地域 準工業地域／近隣商業地域 (注 2) 

延床面積 ①（本館）52,148.39㎡ 
②（別館）19,507.85㎡ 
③（倉庫）95.88㎡ 

容積率 （200％／200％） 

用途 店舗･駐車場 建ぺい率 （60％／80％） 

建物 

所有形態 所有権 

土地 

所有形態 所有権 
■特記事項■ 
・本土地に関し、秦野市との間で「遊歩道の使用及び管理に関する協定書」が締結されており、秦野市が本土地の一部を遊歩道として

無償で使用しています。 
・本土地に関し、秦野市との間で「（土地）貸付契約書」が締結されており、秦野市が本土地の一部（1,500.25㎡）を公共施設（コミ
ュニティセンター）用地として無償で使用しています。 
・本土地は、202 曽根入船町遺跡に指定されており、本土地に関して建物等の建築及び道路等の築造を行う場合は、文化財保護法に基
づき、事前に試掘調査を行う必要があります。 
・「ジョイフルタウン」に係る商標権は、日本たばこ産業株式会社が保有しています。本物件の信託受託者は、日本たばこ産業株式会

社から当該商標権の使用許諾を受けています。 
■注記■ 

(注 1)  別館は本館の付属建物です。別館の他に以下の付属建物があります。 
①特高変電所： 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建､ 延床面積 192.00㎡ 
②店舗： 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建､延床面積 157.50㎡ 
③店舗： 鉄骨造コンクリート屋根平家建､延床面積 147.20㎡ 

  (注 2) 本土地の一部（72.72㎡及び 94.74㎡）は、東側県道拡幅予定線から 30mまでの区域が近隣商業地域となっています。 
 

 
 

（損益状況） 
（単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  310 388 388 389

  賃料収入  309 388 388 389

  その他収入  0 0 0 0

賃貸事業費用  105 178 179 178

 公租公課 － 52 52 47

  外注委託費  1 1 1 1

  損害保険料  2 2 2 2

 修繕費 2 3 4 7

  減価償却費  98 119 119 119

  その他賃貸事業費用  0 0 0 0

賃貸事業利益  204 209 209 210

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  303 329 328 330
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パピヨンプラザ 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産信託受益権 取得価格 4,810百万円 
取得年月日 平成 16年 8月 9日 期末算定価額 5,570百万円 
所在地（住居表示） 福岡県福岡市博多区千代一丁目 2番 7号他 

構造／階数 鉄骨造スレート葺平家建他(注 1) 面積 44,458.71㎡ 
建築時期 平成 5年 11月 29日 用途地域 第二種住居地域／商業地域(注 2) 
延床面積 17,037.66㎡(注 1) 容積率 （200％／400％） 
用途 店舗・事務所・倉庫 建ぺい率 （60％／80％） 

建物 
（全 13棟）

所有形態 所有権 

土地 

所有形態 所有権 
■特記事項■ 
・本土地の一部（1,400㎡）に関し、福岡市との間で土地使用貸借契約（契約期間：平成 5年 12月 3日から 15年間）が締結されており、
福岡市が公園として無償で使用しています。 
・本土地のいずれかの一部（1,400 ㎡）に関し、福岡市との間で、商業等再開発を行うに当たっては福岡市に対して無償で譲渡する旨
の覚書を締結しています。 
・本土地は、堅粕遺跡群に指定されており、本土地に関して、再開発を行う場合には、発掘作業が必要となる可能性があります。 
・「パピヨンプラザ」に係る商標権は、日本たばこ産業株式会社が保有しています。本物件の信託受託者は、日本たばこ産業株式会社

から当該商標権の使用許諾を受けています。 
 
■注記■ 
(注 1) 上記延床面積は本土地に所在する全建物（13棟）の延床面積の合計です。各建物の名称、延床面積及び構造は以下の通りです。 

①ロイヤルホームセンター（延床面積：5,155.8 ㎡（事務所（管理棟）及び機械室を含みます。）、構造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼
板葺平家建、軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建及びコンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、②トイザらス（延床

面積：4,074.48 ㎡、構造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、③積文館イチ・ニ・イチ（延床面積：808.39 ㎡、構造：鉄骨造
スレート葺平家建）、④KSプラザ（延床面積：837.68㎡、鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑤ミスタードーナツ（延床面積：
142.61㎡、鉄骨造スレート葺平家建）、⑥マクドナルド（延床面積：283.45㎡、軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑦ケ
ンタッキーフライドチキン（延床面積：200.60㎡、鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑧ザ・かつ（延床面積：161.65㎡、鉄
骨造スレート葺平家建）、⑨ロイヤルホスト（延床面積：349.41㎡、鉄骨造スレート葺平家建）、⑩セガワールド（延床面積：
1,070.92㎡、鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺 2階建）、⑪ユニクロ（延床面積：675.00㎡、鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建）、⑫オ
ートバックス（延床面積：1,367.83㎡、鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺地下 1階付 2階建）、⑬エコモール&ブックオフ（延床面積：
1,909.84㎡、鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺 2階建） 

(注 2) 本土地は、北側県道（県道 607号）との境界線から 30mまでの区域は商業地域であり、30mを超える区域は第二種住居地域と
なっています。 

 
 
（損益状況） 

（単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  183 232 232 233

  賃料収入  183 232 232 233

  その他収入  － － ― －

賃貸事業費用  18 64 66 78

 公租公課 0 37 37 36

  外注委託費  1 1 0 1

  損害保険料  0 0 0 0

 修繕費 0 4 7 20

  減価償却費  16 20 20 20

  その他賃貸事業費用  － － ― －

賃貸事業利益  165 168 166 154

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  181 188 186 174
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上池台東急ストア 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産信託受益権 取得価格 1,490百万円 
取得年月日 平成 16年 8月 9日 期末算定価額 1,690百万円 
所在地（住居表示） 東京都大田区上池台五丁目 23番 5号 

構造／階数 鉄骨造陸屋根 4階建 面積 2,361.93㎡ 
建築時期 平成 14年 3月 20日 用途地域 近隣商業地域／準工業地域(注) 
延床面積 6,517.49㎡ 容積率 （300％／200％） 
用途 店舗･駐車場 建ぺい率 （80％／60％） 

建物 

所有形態 所有権 

土地 

所有形態 所有権 
■特記事項■ 
なし 
 
■注記■ 
(注) 敷地北西側道路拡幅予定線から 20mまでの区域は近隣商業地域､20mを超える区域は準工業地域となっています。 
 

 
 

（損益状況） 
（単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  41 53 53 53

  賃料収入  41 53 53 53

  その他収入  － － ― －

賃貸事業費用  9 15 15 15

 公租公課 － 5 5 5

  外注委託費  0 0 0 0

  損害保険料  0 0 0 0

 修繕費 － － ― －

  減価償却費  8 10 10 10

  その他賃貸事業費用  － － ― －

賃貸事業利益  32 37 37 37

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  41 47 47 47
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ベルタウン丹波口駅前店 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産 取得価格 2,130百万円 
取得年月日 平成 17年 8月 29日 期末算定価額 2,370百万円 
所在地（注 1） （A敷地）京都府京都市下京区中堂寺坊城町 60番地、61番地（B敷地）京都府京都市下京区中堂寺北町 70番地 

構造／階数 （A敷地）鉄骨造陸屋根３階建 
（B敷地）鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき

平家建 

面積 （A敷地）4,468.42㎡ 
（B敷地）2,699.32㎡ 

建築時期 平成 17年 8月 18日 用途地域 商業地域 
延床面積 （A敷地）10,184.00㎡ 

（B敷地）933.00㎡ 
容積率 （400％／600 ％）(注 2) 

用途 店舗･駐車場 建ぺい率 （80％） 

建物 

所有形態 所有権 

土地 

所有形態 所有権 
■特記事項■ 
なし 
 
■注記■ 
(注 1)   所在地は登記簿上の記載となっています。 
(注 2)  B敷地は五条通りの道路境界から 30ｍ以内の区域の容積率は 600％です。 
 

 
 

（損益状況） 
（単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  －  － 57 84

  賃料収入  －  － 57 84

  その他収入  －  － － －

賃貸事業費用  －  － 10 21

 公租公課 － － － 8

  外注委託費  －  － 0 0

  損害保険料  －  － 0 0

 修繕費 － － ―  －

  減価償却費  －  － 9 11

  その他賃貸事業費用  －  － ―  －

賃貸事業利益  －  － 47 63

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  －  － 56 75
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イオンナゴヤドーム前ショッピングセンター 
■資産の概要■ 

資産の種類 不動産 取得価格 24,800百万円 
取得日 平成 18年 3月 23日 期末算定価額 25,000百万円 
所在地（住居表示）   愛知県名古屋市東区矢田南四丁目 1番 19号 

構造／階数 鉄筋コンクリート・鉄骨造陸屋根 
6階建 

面積 62,732.85㎡ 

建築時期 平成 18年 3月 8日 用途地域 準工業地域 
延床面積 135,361.88㎡ 容積率 200％(注) 
用途 店舗・駐車場 建ぺい率 60％ 

建物 

所有形態 所有権 

土地 

所有形態 所有権 
■特記事項■ 
本土地の一部（2,399.28㎡、実測面積）について、名古屋市との間で土地使用貸借契約が締結されており、名古屋市が道路法に基づく
道路として無償で使用しております。なお、当該道路の維持管理は名古屋市が行います。 

■注記■ 
(注) 西側道路境界線から 30m迄は 300％です。 
 

 
 

（損益状況） 
（単位：百万円） 

運用期間 

第 1期 

（平成 16年 8月 9日～

平成 16年 12月 31日）

第 2期 

（平成 17年 1月 1日～

平成 17年 6月 30日）

第 3期 

（平成 17年 7月 1日～

平成 17年 12月 31日） 

第 4期 

（平成 18年 1月 1日～

平成 18年 6月 30日）

賃貸事業収入  －  －  － 420

  賃料収入  －  －  － 420

  その他収入  －  －  －  －

賃貸事業費用  －  －  － 130

 公租公課 － － －  －

  外注委託費  －  －  － 0

  損害保険料  －  －  － 0

 修繕費 － － － －

  減価償却費  －  －  － 129

  その他賃貸事業費用  －  －  －  －

賃貸事業利益  －  －  － 289

NOI（賃貸事業利益＋減価償却費）  －  －  － 418
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（３） 運用資産の資本的支出 
①  資本的支出の予定 

      本投資法人が保有している不動産及び信託不動産に関して、平成 18年 6月 30日現在計
画している資本的支出の予定は以下のとおりです。なお、下記の工事予定金額には、会計上

費用処理される部分が含まれています。 
  

工事予定金額（百万円） 

不動産等の名称 所在地 目的 予定期間 
総額 

当期 

支払額 

既支払

総額 

ジョイフルタウン岡山 岡山県岡山市 防煙設備改修工事 
自 平成 18 年 10 月 

至 平成 18 年 10 月 
11 ― ― 

パピヨンプラザ 福岡県福岡市 屋根防水工事 
自 平成 18 年 10 月 

至 平成 18 年 12 月 
2 ― ― 

 
  
②  期中に行った資本的支出 

本投資法人が当期中に不動産及び信託不動産に対して行った資本的支出に該当する工事

の概要は以下のとおりです。当期の資本的支出は 3百万円であり、当期の費用に区分された

修繕費 41 百万円と併せ、合計 45 百万円の工事を実施しています。 

 

不動産等の名称 所在地 目的 期間 工事金額（百万円） 

ジョイフルタウン秦野 神奈川県秦野市 
倉庫新設に係る登記

費用 

自 平成 18 年 1月 

至 平成 18 年 1月 
0 

上池台東急ストア 東京都大田区 防煙設備改修工事 
自 平成 18 年 2月 

至 平成 18 年 3月 
1 

ジョイフルタウン秦野 神奈川県秦野市 
泡スプリンクラーヘ

ッド凍結破損修理 

自 平成 18 年 6月 

至 平成 18 年 6月 
1 

合計 3 

 

 
③ 長期修繕計画のために積立てた金銭（修繕積立金）  
   本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュフローの

中から、中長期的な将来の大規模修繕等に充当するための金銭の積立てを行っています。 

 

営業期間 
第１期 

自 平成 16 年 5月 12 日 

至 平成 16 年 12 月 31 日 

第 2期 

自 平成 17 年 1月 1日 

至  平成 17 年 6月 30 日 

第 3期 

自 平成 17 年 7月 1日 

至  平成 17 年 12 月 31 日 

第 4期 

自 平成 18 年 1月 1日 

至  平成 18 年 6月 30 日

前期末積立金残高 ― 100 百万円 100 百万円 100 百万円 

当期積立額 100 百万円 ― ― ― 

当期積立金取崩額 ― ― ― ― 

次期繰越額 100 百万円 100 百万円 100 百万円 100 百万円 
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（４） 主要なテナントの概要 

 ① 主要なテナント 
平成 18年 6月 30日現在において、全賃貸面積の 10％以上を占める大口テナントは以下
のとおりです。 

 
テナント名 イオン株式会社 
物件名 イオン品川シーサイドショッピングセンター 

業種 総合スーパー 

当期実績賃料 
（消費税別） 745 百万円 

賃貸面積 77,547.22 ㎡ 

契約期間 20 年間（平成 34 年 10 月 10 日

まで） 

敷金・保証金 2,150 百万円（敷金） 

5,030 百万円（保証金） 

■契約更改■ 
・期間満了の 1 年前までに、賃貸人又は賃借人が相手方に対して、
書面による更新拒絶の意思表示をしないときは、本契約は同一条

件で更に 2年間更新され、以降この例によります。 
■その他■ 
・保証金は、平成 24年 10月 10日まで無利息にて据置き、平成 24
年 10月 11日を第 1回償還日として以降 10か年にわたり毎年 10
月 11日に年利 1％の利息を付して年賦均等償還します。 

 

 
 
テナント名 イオン株式会社 
物件名 ジョイフルタウン秦野 

業種 総合スーパー 

当期実績賃料 
（消費税別） 389 百万円 

賃貸面積 79,504.88 ㎡ 

契約期間 20 年間（平成 27 年 11 月 15 日

まで） 

敷金・保証金 656 百万円（敷金） 

■契約更改■ 
・期間満了の 6 か月前までに、賃貸人又は賃借人が、相手方に対し
て書面による更新拒絶の意思表示をしないときは、本契約は原則

として同一条件で更に 2年間更新され、以降この例によります。 
■その他■ 
・特記すべき事項はありません。 
 

 
 
テナント名 イオン株式会社 
物件名 イオンナゴヤドーム前ショッピングセンター 

業種 総合スーパー 

当期実績賃料 
（消費税別） 420 百万円 

賃貸面積 154,766.57 ㎡ 

契約期間 20 年間（平成 38 年 3 月 23 日ま

で） 

敷金・保証金 1,922 百万円（敷金） 

7,561 百万円（保証金） 

■契約更改■ 
・定期賃貸借契約は、更新を行わないものとします。ただし、賃貸人

及び賃借人は、双方いずれかからの希望があり、かつ、双方の合

意がある場合には、定期賃貸借契約の契約期間満了の翌日を始期

とする新たな賃貸借契約を締結することができます。 
 
■その他■ 
・特記すべき事項はありません。 
 

 
 
テナント名 株式会社マイカル 
物件名 マイカル茨木 

業種 総合スーパー 

当期実績賃料 
（消費税別） 679 百万円 

賃貸面積 148,666.78 ㎡ 

契約期間 20 年間（平成 32 年 12 月 31 日

まで） 

敷金・保証金 6,363 百万円（敷金） 

■契約更改■ 
・賃貸人及び賃借人は、合意のうえ、本契約を同一条件で 20 年間を
限度として更新することができます。ただし、本建物及び設備等の
大規模修繕については、協議のうえ決定します。 

 
■その他■ 
・特記すべき事項はありません。 
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  ② テナント一覧 
     本投資法人が保有する不動産及び信託不動産におけるテナントに対する賃貸面積等は以

下のとおりです。 

 

テナントの名称 物件の名称 契約期間 
賃貸面積

（㎡） 
比率（％）

イオン品川シーサイド 

ショッピングセンター 

20 年 

(平成 34 年 10 月 10 日迄)
77,547.22 13.8 

ジョイフルタウン秦野 
20 年 

(平成 27 年 11 月 15 日迄)
79,504.88 14.1 イオン株式会社 

イオンナゴヤドーム前 

ショッピングセンター 

20 年 

(平成 38 年 3 月 23 日迄)
154,766.57 27.5 

株式会社マイカル マイカル茨木 
20 年 

(平成 32 年 12 月 31 日迄)
148,666.78 26.5 

ジョイフルタウン岡山 

（店舗） 

20 年 

(平成 30 年 11 月 5 日迄)
48,375.54 8.6 

株式会社 

イトーヨーカ堂 ジョイフルタウン岡山 

（平面駐車場） 

10 年 

（平成 20 年 11 月 5 日迄）
6,031.99 1.1 

株式会社セガ ジョイフルタウン岡山 
10 年 

(平成 20 年 7 月 17 日迄)
12,167.14 2.2 

大和情報サービス 

株式会社 
パピヨンプラザ 

15 年 
(平成 20 年 12 月 2 日迄)

11,946.74 

（注） 
2.1 

株式会社マツモト ベルタウン丹波口駅前店 
20 年 

（平成 37 年 8月 29 日迄）
11,176.34 2.0 

株式会社 

東急ストア 
上池台東急ストア 

20 年 

(平成 34 年 3 月 19 日迄)
6,640.60 1.2 

ロイヤルホーム 

センター株式会社 
パピヨンプラザ 

4 年 8 ヶ月 

(平成 20 年 12 月 2 日迄)
5,201.52 0.9 

合 計 562,025.32 100.0

（注）当該賃貸面積は、店舗及び管理棟の合計額を記載しています。 
 

 

 

 

(５) その他投資資産の主要なもの 

本投資法人が平成18年6月 30日現在保有するその他の投資資産の主要なものは以下のとおり

です。 

 
上場取引所 種類 銘柄 券面総額 帳簿価額 時価 利率 償還期限

東京証券取引所 国債証券 
10 年利付国債

（259 回） 
10,000 千円 9,983 千円 9,803 千円 1.5％ 

平成 26 年

3月 20 日
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投資法人の関係法人（「1.投資法人の関係法人」の参照資料） 

 
① 本投資法人の仕組図 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（イ）資産運用委託契約 
（ロ）一般事務委託契約／資産保管業務委託契約 
（ハ）一般事務（投資口取扱事務）委託契約 
（ニ）日本たばこ産業株式会社所有地の開発及び売買等に関する覚書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

フロンティア・リート・マネジメント

株式会社 

新日本監査法人 住友信託銀行株式会社 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

一般事務受託者 

資産保管会社 
会計監査人 

投資主名簿等管理人 

 

 

 

フロンティア不動産投資法人 

投資主総会 

役員会 

執行役員： 西方 俊平 

監督役員： 谷村 憲一 

監督役員： 出口 尚明 

本投資法人 

 

資産運用会社 

 

日本たばこ産業株式会社 

 

(イ) (ニ) 

(ハ) 

(ロ) 
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② 本投資法人及び本投資法人の関係法人の名称、運営上の役割及び関係業務の概要 
 
 

運営上の役割 名  称 関係業務の概要 
投資法人 フロンティア不動産投資法人 規約に基づき、投資主より払い込まれた資金等

を、主として不動産等及び不動産対応証券等に投資
することにより運用を行います。 

資産運用会社 フロンティア・リート・ 
マネジメント株式会社 

平成 16年 5月 12日付で本投資法人との間で資産
運用委託契約を締結しました。 
投信法上の投資信託委託業者として、同契約に基

づき、本投資法人の規約及び同規約に定める資産運
用の対象及び方針に従い、資産の運用に係る業務を
行います。 
資産運用会社に委託された業務の内容は、① 本

投資法人の資産運用に係る業務、② 本投資法人が行
う資金調達に係る業務、③ 本投資法人への報告業務
及び ④ その他本投資法人が随時委託する前記①か
ら③に関連し又は付随する業務です。 

一般事務受託者／ 
資産保管会社 

住友信託銀行株式会社 平成 16年 5月 12日付で本投資法人との間で一般
事務委託契約及び資産保管業務委託契約をそれぞれ
締結しました。 
投信法上の一般事務受託者（ただし、投資法人債

に関する事務を除きます。）として、一般事務委託
契約に基づき、本投資法人の①計算に関する事務、
②会計帳簿の作成に関する事務、③納税に関する事
務及び④役員会、投資主総会の運営に関する事務（た
だし、投資主総会関係書類の発送、議決権行使書の
受理、集計に関する事務を除きます。）等を行いま
す。 
また、投信法上の資産保管会社として、資産保管

業務委託契約に基づき、本投資法人の保有する資産
の保管に係る業務を行います。 

投資主名簿等管理人 三菱 UFJ信託銀行株式会社 平成 16年 5月 12日付で本投資法人との間で一般
事務（投資口取扱事務）委託契約を締結しました。 
投信法上の一般事務受託者として、同契約に基づ

き①投資口の名義書換に関する事務、②本投資証券
の発行に関する事務、③投資主に対して分配をする
金銭の支払に関する事務、④投資主からの本投資法
人に対する権利行使に関する請求、その他の投資主
からの申出の受付に関する事務等を行います。 

 
③ 上記以外の本投資法人の主な関係者 
 

名称 役割及び業務内容 
日本たばこ産業株式会社 平成 16年 5月 31日付で本投資法人及び資産運用会社との間で、「日本たば

こ産業株式会社所有地の開発及び売買等に関する覚書」を締結しました。  
 


